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１ 学校危機対応について 

（１） 学校危機対応の目的  

 「学校危機対応」とは、各学校の教育目標の達成を阻害する要因を除去するために、学校が下記の目的を

もって組織的に取り組むことをいう。 

■ 生徒及び教職員の生命や心身の健康・安全を守ること 

■ 迅速・的確な対応で被害を最小限に抑え、学校の日常の機能を保つこと 

■ 学校・教職員と生徒・保護者・地域社会との信頼関係の向上を図ること 

■ 危機の体験から学んだ教訓を学校教育へ積極的に生かすこと 

 

 

（２） 学校危機対応のポイント 

 学校の教育目標を達成するためには、学校が子どもたちにとって安心して学ぶことのできる安全な場所で

なければならない。 

 しかしながら、現実には、学校全体を揺るがす事件・事故等の危機は頻繁に起こっており、このことを全

教職員が十分認識することはもとより、発生時には、常に最悪の事態を想定しながら、迅速・的確に対応し

なければならない。 

■ 迅速かつ的確な初期対応 

 〇 初期対応が以後の展開を大きく左右する。 

■ 指揮系統の明確化 

 〇 危機対応はトップダウンが基本である。 

■ 情報集約・情報管理の徹底 

 〇 校長がリーダーシップを発揮するためには、正確な情報の集約が適切な判断の拠り所となる。 

■ 情報の共有と役割分担の明確化 

 〇 緊急対策会議等をもち、全教職員の共通理解のもと組織的に対応する。 

■ 保護者・関係機関等との密接な連携 

 〇 必要に応じて、躊躇することなく支援を要請する。 
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２ 緊急時対応に関する体制（事件・事故災害） 

（１）事件・事故災害発生時の対処、救急及び緊急連絡体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事件・事故災害発生 

・発生した事態や状況の把握 

・傷病者の症状の確認（意識、心拍、呼吸、出血等） 

・心肺蘇生法などの応急手当（現場で直ちに） 

・協力要請や指示 

※必要と判断したら速やかに 110 番、119 番通報 

 または、他者へ通報を依頼 

 （状況に応じ、発見者が直接通報） 

発 見 者 

近くの教職員 又は 生徒等 

校 長 等 

（教 頭） 
養護教諭 教 職 員 

指示 指示 

報告 報告 

急 

行 

〔救急対策本部〕 

警察や救急車の出動要請 

(110 番）(119 番) 

複
数
の
教
職
員
が
急
行 

救
急
補
助
・
連
絡
等 

医 療 機 関 

付添   搬送 

処 置 

事
件
・
事
故
災
害
対
策
本
部 

学 

校 

医 

保 

護 

者 

教
育
委
員
会 

状況報告 

指
示
・
指
導 

※重大な事件・ 

事故災害発生の場合 

直ちに
設置 

役割分担 

・本部 

・情報担当 

・個別担当 

・学年担当 

・保護者担当 

・救護担当 

・報道担当 

・庶務担当 

・総務担当 

付添者は逐次状況報告 

 

必要な場合 

 

急行 

 

≪ 方 針 ≫ 

１. 生徒等の安全確保、生命維持最優先 

２. 冷静で的確な判断と指示 

３. 適切な対処と迅速正確な連絡、通報 
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（２）事件・事故災害対策本部の校内役割分担 

役 割 主 な 内 容 
担 当 者 

順位１ 順位２ 順位３ 

本  部 

（指揮命令者） 

全体の状況把握と必要な指示、掌握 

教育委員会・警察等との連携 
校 長 教 頭 教務主任 

情報担当 
情報の収集（教職員、生徒への聞き取り）・

整理 
（状況に応じ担当を指示） 

個別担当 被害生徒等の保護者など個別の窓口 担 任 
生徒指導

主任 
副担任 

学年担当 各学年の総括、生徒等への指導 学年主任 
生徒指導

主任 
副担任 

保護者担当 保護者会の開催やＰＴＡ役員との連携 教 頭 教務主任 学年主任 

救護担当 負傷者の実態把握、応急手当、心のケア 養護教諭 副担任 担 任 

報道担当 報道機関への対応、窓口 教 頭 校 長 教務主任 

庶務担当 事務を総括 事務主任 教 頭 学年主任 

総務担当 学校再開を総括 教 頭 教務主任 校 長 

 ※出張等で、管理職や担当教職員が不在の場合にも機能するように、各役割に複数配置し、分担順位を 

定めるが、状況に応じて、全員がどの役割でも果たせるようにする。 

 

（３）一次救命措置の手順 

   ① 呼吸の確認(心停止の判断) 

② 胸骨圧迫(循環の整理)  

③ 気道確保 

   ④ 人工呼吸 

 ⑤ 胸骨圧迫 30 回と人工呼吸 2 回を繰り返す  

⑥ AED装着 

⑦ 心電図解析(電気ショックは必要か)  

⑧ 必要有の時には電気ショック 1 回 

   ⑨ 胸骨圧迫 30回と人工呼吸 2 回を繰り返す  

救急隊に引き継ぐまで、または普段通りの呼吸や目的にあるしぐさが認められるまで続ける。   

※<手当の基本>は、日本赤十字社「救急法基礎講習」から抜粋 
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３ いじめ対応の手順 

※校長を中心とした指導体制のもとで、全教職員が組織的に指導にあたる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

報告 相談 

確 実 な 報 告 
※どんな些細なことも必ず報告する 

校  長 
正確な情報収集と的確な指示 

いじめ対策委員会（緊急会議） 

○迅速かつ正確な情報収集 

・いじめられた生徒の立場で（秘密保持） 

・複数で聞き、記録をとる。 

○的確な指示と早期対応 

・あせらず対応を検討する。 

・関係機関へ早めに相談する。 

緊急  開催 

職 員 会 議 

○全教職員でいじめの状況と対応を確認し、共通理解を図る。 

・情報源を明かさない。  ・話し方・接し方を統一する。 

○チームを組織して指導・対応にあたる。 

・明確な役割分担  ・信頼関係を重視  ・抑圧的指導は厳禁 

○指導後の状況把握、再発防止 

保 護 者 

地域住民 
いじめ発生 

いじめ発見 

生 徒 

教職員 

担 任 

学年部 

発見 

訴え 

発見 

訴え 

発見    訴え 

報道機関への対応 

窓口の一本化 

教育委員会 

※電話で第一報 

 

ＰＴＡ、地域との連携 

・保護者への支援 

・声掛けや見守り 

 

関係機関との連携 

・警察、児童相談所 

サポートセンター 

SC、ＳＳＷなど 

 

対応 

報告 

支援 

要請 

 

   
・生徒指導主任 ・生徒指導主任 

・生徒指導 

主任 

・生徒指 

導主任 
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４ 不審者対応の手順 

〇 まずは、侵入防止対策から → ①校門（フェンス設置、視界の確保）、②校門から校舎入り口（施錠、通行場所

限定、死角の排除）、③校舎の入口（入口の指定・施錠、受付管理）←利用者、時間、場所の把握、明確化 

学校への立ち入り者                                                         発見者(教員) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜役割分担＞ 

全体指揮・外部対応・記録 校長・教頭 

校内放送・電話通報 教頭・事務主任 

避難誘導・安全確保 学級担任・授業者 

保護者等への連絡 教務主任・学級担任 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

①立ち入りの理由確認 

・どのようなご用件でしょうか？ 

・ご用件のある教員をお呼びしましょうか？ 

理由無し            理由あり（ＯＫ） 

②退去を求める 

・特にご用がなければお引き取り願います。 

・そういう件はご遠慮いただきます。 

  退去なし             退去 （ＯＫ） 

③危害の有無の確認 

・教職員への緊急連絡 

隔  離 ・ 通  報 

◎ 防御 暴力の制止と被害拡大の防止 

◎ 移動の阻止  

◎ 別室に案内し、隔離 

◎ 退去の説得 

◎ 全校への通知（緊急放送） 生徒の把握 

◎ 避難誘導（グラウンド→町民センター） 

 

◎ １１０番通報 

◎ １１９番通報 

◎ 小学校・保育園・奈古分校への警告 

◎ 教育委員会へ支援要請 

 

 

時系列で克明な記録を 
☆不審者の状況 

☆生徒の状況 

☆教職員の対応 

☆関係機関との連携 

 

事件事故対策本部の設置 
＜事後の対応や措置＞ 

◎ 情報の整理と提供  ◎ 再発防止対策実施 

◎ 保護者への説明   ◎ 報告書の作成 

◎ こころのケア    ◎ 災害共済給付請求 

◎ 学校再開準備 
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５ 伝染病・食中毒（疑いも含む）対応の手順 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健康観察 

・登校後の生徒の異常はないか？ 
 （観察･情報把握） 

 

・欠席生徒が急増している。 

（欠席理由の確認・実態把握） 

異常の発見 学級担任・学年主任・その他の教職員 

 

養護教諭    保健主任 

報告 

校 長    教 頭 

 
報告 

学校医       学校薬剤師 

教育委員会 

連絡・相談 

 

 

 

助言 

報告 

 

 

 

支援 

決  定 
◎ 出席停止 

◎ 臨時休校 

◎ 給食停止 

教頭→各方面への文書作成 

◎ 教育委員会 

◎ 学校医  ◎ 学校薬剤師 

◎ 保護者 

学級担任 

◎ 出席停止・臨時休校の場合の指導 

◎ 人権保護の立場からの指導 

校長 

◎ マスコミへの対応 
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６ アレルギー疾患緊急対応の手順  
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 10 
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７ インフルエンザによる学級閉鎖等への対応  

 

学校医  
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８ 火災発生時対応の手順  

（１）生徒在校中に火災が発生した場合 
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（２）職員のみ在校中に火災が発生した場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）管理職が不在の時に火災が発生した場合 

 

 

 

 

 

 

 

（４）夜間・休日に火災が発生した場合 
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９ 自然災害発生時の対応手順 

（１）生徒在校中に地震・津波が発生した場合 
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（２）その他の状況で地震・津波が発生した場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）台風その他の風水害 
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10 重大事案発生時の基本的な対応＜校内での傷害事件、生徒の死亡等＞  

（１）対応のポイント 

 

◎ 起きたことで非難されるよりも、対応の在り方が問題視される傾向が強い。 

◎ 管理職へ正確な情報を迅速、確実に伝える。 

◎ 躊躇なく教育委員会、関係機関へ支援を求める。 

◎ 生徒・保護者へ、正確な情報を迅速、確実に伝え、二次被害を防止する。 

◎ 情報を一元的に集約し、時系列で、詳細かつ正確に記録する。 

◎ 全国ＣＲＴ提供の「学校危機対応教職員ハンドブック」を活用する。 

 

 

（２）初期対応 

① 管理職への速報及び情報管理 

＊５Ｗ１Ｈについて、分かっている範囲で、事実のみを正確に伝える。（可能ならメモで） 

＊危機対応はトップダウンが基本である。正確な情報の集約が適切な判断の拠り所となる。 

（緊急時は、生徒指導主任→教頭→校長にこだわらず、できるだけ早く校長へ） 

＊様々な情報を一元的に集約（情報管理の徹底）し、時系列で、詳細かつ正確に記録する。 

（生徒指導主任または教頭等） 

② 状況把握 

＊校長が確認する 

・出張等の場合は、現場に直行しながら教頭等と連絡を取り合い、詳細を確認する。 

＊現場を保存する 

・警察による現場検証のため、片付け・清掃などはしない。 

・状況によっては、現場を隠したり、立て札で近づかないようにしたりするなど配慮する。 

③ 管理職または管理職の指示を受けた教職員による連絡・指示 

＊負傷者等への対応及び 119 番通報 

・携帯電話からの通報は、他地域の消防にかかることがあるため、必ず阿武町名を最初に言う。他地 

域の消防にかかった場合、転送されるため、電話を切らないようにする。 

・現場では、できる限りの応急手当（止血等）、救命処置（心肺蘇生・ＡＥＤ使用等）を施す。 

・救急車には、携帯電話を所持した教職員が必ず付き添い、管理職へ状況を報告する。 

・誰がどこの病院へ搬送されたかを記録し、一覧表を作る。 

＊110 番通報 

＊全教職員への連絡・指示 

・生徒の生命の安全を守ることを最優先に行動する。 

＊生徒への連絡・指示及び生徒の確認 

・担任・授業担当者・全校放送等により集合（避難）場所を連絡する。 

・集合後、生徒の確認は、名票等を用い確実にチェックする。 

＊教育委員会へ速報・支援要請、事案に応じてＣＲＴの派遣を要請 

＊該当生徒の保護者への連絡 

・事実を正確に伝えるとともに、搬送病院名等の情報を連絡する。 

＊ＰＴＡ会長、同窓会長、地域の関係者等への連絡 

④ 具体的な対応 

＊対策本部（校長室）の設置及び緊急対策会議 
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・全校集会・緊急保護者会開催、休校措置・学校再開時期の決定等について検討する。 

＊緊急職員会議の開催 

・状況の共通理解を図る。 

・具体的な対応策の共通理解と役割分担の確認等を行う。 

・学校外との対応の窓口を一本化し、教職員が、自己の判断で学校外へ情報を伝えないことを確認・徹
底する。 

＊生徒への説明・指導 

・内容については、事前に、関係する保護者へ確認をとる。 

・憶測や噂話・デマが広がり、二次被害が生じる可能性があるため、早急に実施する。 

・座った状態で、事実を正確に、短時間（20 分以内）で、学年に応じた言い方で伝える。 

・学年単位等の小集団で行う場合は、説明内容等について、事前に打合せを行う。 

・必要に応じて（夏季の場合熱中症防止、極度の緊張や恐怖等の混乱状態の鎮静化など）、ペットボト
ル飲料等飲み物の準備について考慮する。 

・必要に応じて、各家庭への連絡、迎え依頼等の配慮をした上で、下校措置をとる。 

＊保護者への連絡・説明 

・全保護者へ、その日のうち（できれば報道発表前）に連絡する。 

・保護者向け文書を作成する。（事案の概要、生徒の様子、学校の思い、家庭での留意事項、緊急保 

護者会の案内、相談窓口等） 

・内容については、事前に、関係する保護者へ確認をとる。 

・学校全体・当該学年・当該部活動等、対象を決定し緊急保護者会を開催する。 

＊電話・来校者への対応 

・応答文案を作成する。 

・対応窓口を一本化する。 

・詳細に記録する。（日時、場所、名前、学校との関係、内容等） 

＊クレーム電話等への対応 

・事案によっては、クレーム等の電話がある。対応窓口に電話をつないで、最初に相手の氏名を確認 

する。匿名の場合でも真摯な態度で傾聴し、公表できる事実を冷静にきちんと伝える。 

＊報道機関への対応 

＊周囲の学校との連携 

・周囲の学校の児童生徒、保護者の間に憶測や噂話、デマ等が広がらないように、校長は、周囲の学 

校の校長に正確な情報を提供し、協力を要請する。 

 

 

（３）初期 ・ 中期対応 

⑤ 心のケア 

＊スクールカウンセラー等派遣要請（「学校メンタルサポート事業」を活用） 

＊カウンセリング・家庭訪問・電話相談等を通じて、生徒・保護者・教職員の心のケアに努め、二次被
害を防止する。 

＊心のケアに係る説明の実施（緊急保護者会開催時、教職員向け等） 

＊心のケアに係る資料作成・配付（生徒向け、保護者向け、教職員向け等） 

⑥ 死への対処 

＊学級等における説明・話し合いに際しての留意事項 

・静かに、そして率直な態度で、生徒と死の意味や影響について話し合う。その際、気分が悪くなっ 

たら遠慮無く申し出ることを伝えておく。 

・様々な感情表出を促す。 

・不必要なことを詳細にわたって話すことはしないが、質問には真摯に答えるよう努める。 
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・死者の残した品や思い出について話し合うことも大切である。 

・宗教的な言葉は避けるようにする。一方、生徒個人の様々な信仰等を認めることも大切である。 

＊保護者宛通信文の配付 

・内容については、事前に、関係する保護者へ確認をとる。 

・家庭におけるサポートや話し合いの大切さを記載する。 

・援助機関や相談電話のリストを掲載する。 

・カウンセリングの有効性を説明する。 

＊葬儀への参加 

・参加の連絡範囲・規模等について、当該生徒の保護者の希望や了解を事前にとる。 

・葬儀への出欠席の選択は、あくまでも生徒自身が決める。 

・参加する生徒には、葬儀のエチケット等を事前に指導する。 

＊その他 

・遺族の思いに十分配慮し、「不幸中の幸い」「幸いにも」等の言葉は絶対に使わない。 

 

☆自殺への対応 

・自殺現場の様子や自殺の手段等についての詳細は、絶対に話さない。 

・死を美化しない。心情に共感すると誘発を招くことがある。 

・配慮を要する児童生徒に十分注意を払い、後追い自殺やその他の二次被害を防ぐ。 

 

⑦ その他 

＊臨時休校後の学校再開 

・安心・安全な登下校について、十分配慮する。 

・教職員が校門等で迎える。 

・事案発生場所の整備、代替教室の決定等、平常授業再開に向けた環境整備を行う。 

＊当該保護者（遺族）への対応 

・誠意ある継続的な対応・支援を行う。（家庭訪問、援助機関の紹介、法要への出席等） 
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11 スクールバス緊急マニュアル  

生徒がスクールバスを利用して登下校中に、スクールバス内で病気・事故等の緊急事態が発生した場合、
運転士・学校・教職員及び保護者の基本的な対応（体制）を示す。 

 

〈 登 校 時 〉 

       運転士  ＊事故の発生 

            ＊病人や負傷者の発生・発見 

        

      ・通行する人、または車の運転手に協力を求める。    

      ・緊急処置や応急処置を行う。 … 状況によっては救急車を要請する。  

        ↓    

       中学校へ第一報を入れる。 

        ↓ 

       学 校 〔管理職・担任を中心に〕 

      ・運転士に状況を確認し、指示を出す。   

      ・学校から事故・事態発生の場所へ急行（複数人）する。 

      ・対応本部を中学校の校長室（校長が本部長）とする。 

・搬送先病院を確認するとともに、付き添う必要があれば救急車に同乗する。 

・事故対応や病人等の対応が終了し次第、バスの運行を再開する。 

・病気や負傷の場合は、関係生徒の保護者へ担任が報告・連絡する。 

・病院へ搬送された場合は、管理職、担任が病院へ向かう。 

・バスが学校到着後に、運転士から詳しい事情・状況を聴取する。 

       

〈 下 校 時〉 

       運転士  ＊事故の発生 

            ＊病人や負傷者の発生・発見 

        

      ・通行する人、車の運転手に協力を求める。    

      ・緊急処置や応急処置を行う。 … 状況によっては救急車を要請する。  

        ↓    

       中学校へ第一報を入れる 

        ↓ 

       学 校 〔管理職・担任を中心に〕 

・運転士に状況を確認し、指示を出す。   

      ・学校から事故・事態発生の場所へ急行（複数人）する。 

      ・対応本部を中学校の校長室（校長が本部長）とする。 

・搬送先病院を確認するとともに、付き添う必要があれば救急車に同乗する。 

・事故対応や病人等の対応が終了し次第、バスの運行を再開する。 

・病気や負傷の場合は、関係生徒の保護者へ報告・連絡する。 

・担任がバスに乗車中の生徒の保護者に事情を説明し、到着時刻を知らせる。 

・病院へ搬送された場合は、管理職、担任が病院へ向かう。 

・生徒下車後に、運転士から詳しい事情・状況を聴取する。 

 

  ☆バス運転士が負傷し、学校等への連絡ができない場合 
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      ・バス内に緊急連絡先を標記した書類を保管する。 

      ・生徒に運転士が負傷した場合の対応マニュアルを周知しておく。 

 

   〈対応マニュアル〉  

    ・生徒に通行中（通勤中）の自家用車の運転手に応援を求める。 

    ・生徒から運転手に学校への連絡と、状況によって警察や救急車の要請を依頼させる。 

※連絡先が不明の場合は、上記の書類を利用する。 

・連絡を受けた場合、学校は上記の対応を行う。 

※学校から事故・事態発生の場所へ急行（複数人）する。等 
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救急から連絡 町教委が連絡 
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至急連絡お願いします 
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12 弾道ミサイル発射に係る「Ｊアラート」対応  
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13 熱中症発生時の対応の手順 

（１） 暑さ指数（WBGT）を用いた活動判断 

校長は、生徒の熱中症を予防するため、必要に応じて養護教諭に指示し、暑さ指数(WBGT)を用いた環境条件の評価を行うと

ともに、下表に基づいて日常生活や運動の実施可否等に関する判断を下す｡ 

暑さ指数 

(WBGT) 

(参考) 

気温 

(℃) 

注意すべき 

生活活動の 

目安 

 

熱中症予防運動指針（注１） 

（参考） 

日常生活に 

おける注意事項 

31 以上 35 以上 すべての生活

活動で起こる

危険性 

運動は原則中止 

特別の場合以外は運動を中止する。 

高齢者においては安静状態

でも発生する危険性が大き

い。外出はなるべく避け、涼

しい室内に移動する。 

28～31 31～35 厳重警戒（激しい運動は中止） 

 熱中症の危険性が高いので、激しい運動や持久

走など体温が上昇しやすい運動は避ける。10～20

分おきに休憩を取り水分・塩分の補給を行う。暑さ

に弱い人(注 2)は運動を軽減または中止。 

外出時は炎天下を避け、室

内では室温の上昇に注意す

る。 

25～28 28～31 中等度以上の

生活活動で起

こる危険性 

警戒（積極的に休憩） 

熱中症の危険が増すので、積極的に休憩を取り適

宜、水分・塩分を補給する｡激しい運動では、30 分

おきくらいに休憩を取る。 

運動や激しい作業をする際

は定期的に充分に休息を取

り入れる。 

21～25 24～28 強い生活活動

で起こる危険

性 

注意（積極的に水分補給） 

熱中症による死亡事故が発生する可能性がある。

熱中症の兆候に注意するとともに、運動の合間に

積極的に水分・塩分を補給する。 

一般に危険性は少ないが激

しい運動や重労働時には発

生する危険性がある。 

21 以下 24 以下  ほぼ安全（適宜水分補給） 

通常は熱中症の危険は小さいが、適宜水分・塩分

の補給は必要である。市民マラソンなどではこの条

件でも熱中症が発生するので注意。 

 

（注 1）公益財団法人日本スポーツ協会「熱中症予防運動指針」より 

同指針補足 ＊乾球温度（気温）を用いる場合には、湿度に注意する。湿度が高ければ、1 ランク厳しい環境条件の運動指針
を適用する。 

＊ 熱中症の発症リスクは個人差が大きく、運動強度も大きく関係する。運動指針は平均的な目安で有り、スポー
ツ現場では個人差や競技特性に配慮する。 

（注２）暑さに弱い人：体力の低い人、肥満の人や暑さに慣れていない人など。 

下記ウェブサイトの情報を基に作成 

（1）環境省熱中症予防情報サイト https://www.wbgt.env.go.jp/wbgt.php 

（2）公益財団法人日本スポーツ協会「熱中症予防運動指針」 

https://www.japan-sports.or.jp/medicine/heatstroke/tabid922.html 

（3）山口県教育委員会「学校における熱中症対策ガイドライン」
https://www.pref.yamaguchi.lg.jp/uploaded/life/222927_417511_misc.pdf 

https://www.japan-sports.or.jp/medicine/heatstroke/tabid922.html
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（２） 応急手当フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

独立行政法人日本スポーツ振興センター：スポーツ事故防止ハンドブック 

参考：山口県教育委員会「学校における熱中症対策ガイドライン」 
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14 クマ出没時の対応 

 

クマの出没情報 ＜生徒の安全最優先＞ 

 

緊急対応が必要か 

【判断基準】 

◆学校の近くに出没した 

◆人に危害が加えられた 

◆通学路周辺に出没した など 

 

 生徒 保護者 通学路 教職員 

登

校

前 

 □メール配信 

①情報を正確に伝達 

②登校時の注意事項 

③必要に応じて付添

や見守り依頼 

□安全確保 

・警察・町教育委員

会への支援要請 

・必要に応じて、教

職員による巡回・

立証・出迎え等 

□緊急招集 

□連絡 

 警察・町教育委員会 

□情報共有 

□対応協議 

在

校

時 

□全校生徒の所在確認 

□屋内避難及び待機 

□屋外活動の制限 

□指導 

①休み時間過ごし方 

②下校時の注意事項 

③下校時刻、下校方

法（集団下校、引

渡し等）の徹底 

□メール配信 

①情報を正確に伝達 

②学校の対応 

③下校時刻、下校方

法（集団下校、引

渡し等） 

④必要に応じて迎え

や見守り依頼 

□安全確保 

・警察・町教育委員

会への支援要請 

・必要に応じて、教

職員による巡回・

立証・出迎え等 

□情報共有 

□対応協議 

□連絡 

 警察・町教育委員会 

継

続

対

応 

 □メール配信 

①最新情報の提供 

②翌日の登校方法 

③通学路の安全対策 

④屋外での過ごし方

の指導 

⑤不安を訴える生徒

の確認とケア 

□安全確保 

・警察・町教育委員

会への支援要請 

□情報共有 

□対応協議 

参考：久慈市教育委員会 クマ出没対応マニュアル 

 

必要ない 最新情報の収集及び状況に応じて、町教育委員会・

町役場等関係機関と連携 

必要 



 31 

【ツキノワグマに関する基本的な理解】 

○ 視力… 人間と同じくらい 

○ 聴力… 人間と同じくらい 

○ 嗅覚… 人間に比べてかなり弱いと言われている 

○ 体重… ４０～１３０キロ 体重は秋に急激に重くなるが、冬眠中は何も食べないのでやせている。 

               オスはメスよりも１．５倍～２倍くらいに大きい。 

○ 脚 … 熊はとても速く走ることができる。山で出会ってしまった時は、走っても逃げても追いつかれて

しまう。また、木登りも泳ぎも得意である。 

【クマに出会わないために】 

● 自分の存在をクマに知らせる   

クマは、聴覚や嗅覚が優れているため、ほとんどの場合、人よりも先に人間の存在を知って茂みなど

へ逃げていく。笛や鈴、ラジオなどの音の出るものを携帯し、自分の存在をクマに知らせる。 

● 山にはクマがいると思って行動する 

西中国山地は、クマの生息域なので、山奥にクマがいるのは当然と思って山に入る。クマの糞や足跡

を見つけたらすぐに引き返すなど、最新の注意を払う。 

● 限度を知って行動する 

人間が好きな山菜は、クマにとっても大好物。山菜の採れる季節はクマもエサを求めて活発に動き回

っているので、糞や足跡などを見たらすぐに引き返す。また、入山の際は、できるだけ二人以上で行動

する。 

● 悪天候の日は注意 

雨や風の強い日、霧の濃い日は、クマも人の気配に気付かず、至近距離まで接近することがある。 

【クマに出会ってしまったら】 

● クマが気付いていない場合 

遠くにいれば、そっと離れ、かけ声をかけてこちらに気付かせる。そうすれば逃げていくはずであ

る。近くにいる場合は静かに離れる。 

● クマが気付いて逃げていく場合 

クマとは反対のほうに行く。 

● クマが気付いて動かない時 

ゆっくり、クマから見えない位置まで離れる。 

● クマが気付いて突進してくる時 

危険な状態である。持ち物を置いてクマの気をそらせてみせる。 

● 子グマを見た時 

決して近づいてはいけない。必ず近くには母熊がいる。子グマを守るため人を襲う可能性がある。 
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◆ クマ等の害獣対策のための対応フロー 
◎ 事前の危機管理 
 ・ クマ対策のための鈴などを準備しておく。 
  ・ 市町の害獣担当課と連携し、クマの生息地や活動範囲を調査し、学校周辺にクマの出没が予

想される場合は、教職員や児童生徒に対して熊の存在と対処方法についての教育を行う。 
  ・ クマ対策のためのプロトコル（複数の者が対象となる事項を確実に実行するための手順）を

策定し、関係者に周知徹底させる。 
  ・ クマ対策に関する訓練や避難訓練を定期的に実施し、教職員や生徒の適切な行動を確保する。 
  ・ 地域と連携し学校周辺の環境整備を行い、クマの餌場となる可能性のあるゴミや食べ物の廃

棄物を適切に管理する。 
  ・ クマ対策やクマ出没状況等に関する連絡網や緊急連絡先を確立し、迅速な情報共有と連絡体

制を整える。 
 ・ 児童生徒が登下校時にクマに遭遇した場合に、避難できる建物等を確認する。 
◎ 発生時（初動）の危機管理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
◎ 事後の危機管理 
 ・ 出没したクマの行方を関係機関からの情報を元に確認する。 
 ・ 当面の間、集団での登下校とし、必要に応じて、教職員も同伴する。 
 ・ 今回の事案の評価と復旧対策を行う。 
   → インシデントに関する詳細な報告書を作成し、教育委員会や関係機関に提出する。 
    → インシデントの原因や対応の評価を行い、今後の改善策や予防策を検討する。 
 ・ クマ対策のマニュアルや手順を見直し、より効果的な対策のために改善を行う。 
・ 心理的な影響を受けた児童生徒や教職員へのサポートを提供し、必要なカウンセリングや心
理支援を行う。 

クマが学校に出没 

【登下校時にクマと遭遇】 
≪教職員≫ 
・児童生徒が下校途中の場合は、複数の
教職員が車に同乗し、安全確認を行う。 
≪児童生徒≫ 
・すぐ近くの建物等に避難する。 
・避難先から１１０番通報する。 
・避難先から電話でクマが出たことを学
校に伝える。 
・安全が確認されるまでは外に出ない。 

【休み時間や校舎外での活動時】 

・児童生徒は活動を止め、声を出さず、一

番近い建物に歩いて避難する。 

・教職員は、児童生徒の避難誘導を行う。 

【校舎内での活動時】 

・児童生徒は興味本位でむやみに窓等に近

づかない。 

・教職員は児童生徒の安否確認を行う。 

校長（校長不在時は代行者へ）へ報告 

警察に連絡 

教育委員会に連絡 
≪教職員≫ 

・児童生徒の人員点呼の実施  ・窓や出入り口の施錠 

≪児童生徒≫ 

・窓等から離れる  ・集団で避難する 

 

校舎内からクマの大きさや様子、移動先を観察・把握する 
・保護者に連絡する 

・場合によっては、保護者に

引き渡しを行う。 

【参考】ツキノワグマによる被害を防ぐために（県庁：環境生活部 自然保護課） 
https://www.pref.yamaguchi.lg.jp/soshiki/41/20698.html 
・ツキノワグマの被害を防ぐために 
・市町別、月別クマ目撃情報  ・人身被害 
・クマに関する各種情報・取組＜外部リンク＞ 

 

学校運営協議会会長に連絡 

ＰＴＡ会長に連絡 
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15 （参考）新型コロナウイルス感染症発生時の対応  

（１）対応の手順 
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（２）臨時休業の判断 
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16 校外活動における安全管理マニュアル  

 

１ 目的 

遠足、社会見学、職場体験学習、宿泊学習、修学旅行等の校外活動においては、児童生徒の生命・身体の安全を最優先とする。活動の教育的意義を

十分に踏まえつつ、事前の危険予測及び事故・災害への備えを徹底し、安全・安心な教育活動を実施する。 

２ 事前の安全確認及び計画 

校外活動の計画に当たっては、次の事項を確認する。 

（１）活動計画 

• 活動の目的及び教育的意義を明確にする。  

• 活動内容、行程及び活動場所が児童生徒の発達段階に適していることを確認する。  

• 保護者に活動内容、安全対策、緊急時の対応等を事前に説明し、理解を得る。  

（２）危険予測（リスクアセスメント） 

• 活動場所及び経路について事前調査を行い、自然災害（地震、津波、土砂災害、河川氾濫、熱中症、雷等）や交通事故、犯罪等の危険性

を把握する。  

• 最新の気象情報、災害情報及び交通情報を確認し、安全が確保できない場合は活動内容の変更又は中止を検討する。  

• 校外活動先周辺の避難場所、避難経路、AED 設置場所、医療機関、警察署、消防署等を確認し、活動計画及びしおり等へ反映する。  

• 一人で避難することが困難な児童生徒への支援体制を事前に確認する。  

（３）関係機関との連携 

• 訪問先、宿泊施設、旅行業者、交通事業者等と安全対策について十分協議する。  

• 利用する交通機関については、必要な許可・登録・保険加入状況等を確認する。  

• 学校は関係業者に過度に依存することなく、安全確保について主体的に判断する。  

３ 引率体制 

• 引率責任者を明確にし、教職員の役割分担を定める。  

• 引率人数は活動内容や児童生徒の実態に応じた必要十分な体制とする。  

• 引率教職員相互及び学校、また生徒が教職員から離れて活動する場合の生徒から教職員への連絡方法を確認し、定期的な情報共有を行

う。  

• 緊急時の連絡体制（学校・教育委員会・保護者・医療機関・警察・消防）を整備し、確実に機能することを確認する。  

４ 活動中の安全管理 

• 引率者は常に児童生徒の人数及び健康状態を確認する。  

• 危険箇所では安全指導を徹底し、児童生徒のみで行動させない。  

• 気象状況や現地の状況に変化があった場合は、安全を最優先に活動内容や行程を変更・中止する。  

• 引率責任者は状況を的確に判断し、必要に応じて目的地、経路及び日程等を柔軟に変更する。  

５ 事故・災害発生時の対応 

事故又は災害が発生した場合は、次の順に対応する。 

1. 児童生徒の生命・身体の安全確保  

2. 負傷者の救護及び応急手当  

3. 必要に応じて 119 番・110 番通報  

4. 他の児童生徒の安全確保及び避難誘導  

5. 学校への第一報  

6. 保護者及び教育委員会への連絡  

7. 発生状況及び対応経過の記録  

６ 活動終了後 

• 実施状況及び安全対策について教職員で振り返りを行う。  

• ヒヤリ・ハット事例や事故の要因を分析し、再発防止策を検討する。  

• 必要に応じて危機管理マニュアル及び活動計画を見直す。  

７ 適切な教育活動の実施 

校外活動の実施に当たっては、教育基本法及び関係法令等の趣旨を踏まえ、教育活動としての適切性を確保する。 

• 特定の政党又は政治的立場を支持・反対する活動は行わない。  

• 社会的課題等を扱う場合は、多面的・多角的な視点を踏まえ、公平・中立な教育活動を行う。  

• 校外活動の内容については実施前に適切性を確認し、必要に応じて見直す。  

• 活動の目的及び内容について保護者へ十分説明し、理解を得る。 
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